ふれあい・いきいきサロン事業実施要綱
（目　的）

第１条　ふれあい・いきいきサロン（以下「サロン」という。）は、地域において参加者が主体となって自主的に運営し、地域で生活している方々がふれあいを通し仲間づくりの輪を広げ、生きがいづくりや社会参加を促進する地域の拠点づくりを目的とする。
（実施主体）

第２条　この事業は、サロンが実施主体となり、西条市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が支援する。
（参加対象者）

第３条　参加対象者は、各サロンで定める地域に居住する方々とし、1サロンの参加者数は、原則として5 名以上とする。
２　サロンの種類は、概ね次のとおりとする。

（１）　高齢者を中心とするサロン

（２）　障害者を中心とするサロン

（３）　子育て家庭を中心とするサロン

（４）　世代交流を中心とするサロン

（世話人）

第４条　サロン運営に必要な世話人は、1サロン2名以上とする。

２　世話人に代表世話人を1名置く。
（実施場所）

第５条　サロンの場所は、各サロンにおいて確保するものとし、原則として地域の公民館、集会所等の公共的施設とする。ただし、借り受ける適当な公共的施設がない場合は民家等を使用することができる。

（事業内容等）

第６条　サロンの事業内容については、次の各号に掲げる基準を参考に決定するものとする。
（１）　開催回数　原則として月1回以上とし定期的に開催する。

（２）　開催時間　概ね3時間以上とする。

（３）　事業内容　各サロンにおいて決定する。

（４）　会費又は参加費　参加者から会費又は参加費を徴収し、自主財源を確保する。
（助成金の額）

第７条　サロンの設立及び年間活動に対し、助成金を交付する。ただし、他の補助金又は助成金を受けている団体及び活動は対象としない。
２　サロンの活動に対する助成金の額は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）　サロン設立時の助成金（以下「設立助成金」という。）として、5,000円を助成する。

（２）　サロン事業の活動助成金（以下「活動助成金」という。）として、事業を月1回以上定期的に実施した場合は、月1,000円を助成する。
（３）　サロン設立時の年度の活動助成金については、サロン設立の月からとする。
（４）　サロン事業の地域交流活動等助成金（以下「交流活動等助成金」という。）として、別表第1及び別表第2に定める助成基準に基づき、事業費の2分の1（年10,000円を上限とする。）を助成する。
 (助成金の交付申請及び事業計画)

第８条　設立助成金を受けようとするサロンの代表者は、サロン設立時助成金交付申請書（様式第１号）に本会会長が必要と認める書類を添付して、本会会長に提出しなければならない。

２　活動助成金を受けようとするサロンの代表者は、サロン活動助成金交付申請書（様式第2号）に本会会長が必要と認める書類を添付して、本会会長に提出しなければならない。

３　交流活動等助成金を受けようとするサロンの代表者は、地域交流活動等助成金交付申請書（様式第2号の2）に本会会長が必要と認める書類を添付して、本会会長に提出しなければならない。

（助成金の交付決定）

第９条　本会会長は、前条による助成金交付申請書を受理したときは、これを審査し、適当と認めたときは、助成金の額を決定し、サロンの代表者に対し助成金の交付を通知するものとする。

（助成金の交付時期及び方法）
第１０条　設立助成金及び活動助成金は、交付決定後に交付することとし、サロンの代表者は前条による通知を受けたときは、速やかに助成金請求書（様式第3号、様式第4号）を本会会長に提出しなければならない。
２　交流活動等助成金は、事業実施後に交付することとし、サロンの代表者は本会による事業実績の確認を受けた後、助成金請求書（様式第4号の2）を本会会長に提出しなければならない。
（助成金の交付)

第１１条　本会会長は、前条による助成金請求書を受理したときは、助成金を交付するものとする。

（実績報告）

第１２条　サロンの代表者は、事業完了後速やかに活動実績報告書（様式第5号、様式第5号の2）に本会会長が必要と認める書類を添付して、本会会長に提出しなければならない。

（助成金の確定)

第１３条　本会会長は、前条による事業実績報告書を受理したときは、活動助成金の額を確定し、サロンの代表者に対し通知するものとする。

２　活動助成金交付額と確定額に差異が生じた場合は助成金の精算を行うものとする。

（助成金の返還等)

第１４条　本会会長は、サロンが次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、既に交付している助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

（１）前条第２項による過払い額が発生したとき。

（２）この要綱に定める条件に違反したとき。

（３）この要綱により本会会長に提出した書類に偽りの記載があったとき。

（４）助成金を目的外に使用したとき。

（５）その他不正行為があったとき。

（その他）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、本会会長が別に定める。

附　則
この要綱は、平成19年4月1日から施行する。

附　則
この要綱は、平成20年4月1日から施行する。

附　則
この要綱は、平成23年4月1日から施行する。

附　則
この要綱は、平成24年4月1日から施行する。

附　則
この要綱は、平成28年4月1日から施行する。
地域交流活動等助成金交付基準

別表第1(第7条関係)

	対象となる事業
	事　　例

	地域住民に参加を呼びかけて開催する交流イベント
	介護予防教室、三世代交流、季節の行事等

	各種奉仕活動
	独居高齢者宅への訪問活動、美化清掃活動等


別表第2(第7条関係)

	対象となる経費
	摘　　要

	報償費
	講師、指導者に対する謝金等

	消耗品費
	

	光熱水費
	電気、ガス、水道代等

	役務費
	通信費等

	使用料及び賃借料
	会場等の借り上げ料等

	原材料
	材料費等


＊機械器具、備品等の購入費は除く。

＊弁当、菓子等の食料費は除く。

